
　日頃のご指導ご支援に心より感謝申し上げます。

　昨年はジブリパーク全５エリアのフルオープン、日本最大級のス

タートアップ支援拠点STATION Aiの開業など、愛知県でも世界か

ら注目されるニュースが数多くありました。今年も名城公園一角に建

設中のIGアリーナのオープンを控えます。アジア最大の規模を誇る

本施設のこけら落としは７月の大相撲名古屋場所。こちらも大いに盛

り上がること間違いなしです。

　2025年も皆さんの暮らし・仕事がさらに向上、充実したものとなる

よう、私も政治行政の立場から全力で応援させていただきます。本年

もどうぞよろしくお願いいたします。
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FAX ： 0565-47-8057子 育 て 世 代 ど 真 ん 中！ 未 来 へ の 責 任 を 果 た す

Topics １ 愛知県議会１２月定例議会 福祉医療委員会
子どもの貧困対策について質問（12/10）

あべの質問

質問の背景

１）離婚後の養育費の確保支援

 ・ 養育費の取り決めである公正証書の作成や、家庭裁判所への調停、養育費の代理請求を行う保証会社との契約等に
かかる経費の助成制度を創設すべき（※東京都、神奈川県、大阪府等で実施）

あべの要望 一人親家庭の経済的負担を軽減すべき

 ・ 養育費の支払いを相手方に請求する手続き（調停や保証会社との契約等）の費用負担の重さが
影響し、結果として養育費を受け取れていない状況につながっている。助成制度の創設は必要

あべの提案 当事者の声を横展開するためのハンドブック作成・配布

 ・ 県の相談事業において蓄積された当事者の声は、今後の相談者にも参考になる部分が多い
 ・ Q＆Aハンドブックにまとめ、相談時や離婚届の配布時にあわせ各所で配布すべき

 ・ 経費への直接的な支援は、当事者にとって適切な養育費確保の一助となる取り組みと考えている
 ・ ２０２４年５月に成立した民法等改正法の動向も踏まえ、今後の養育費確保支援の在り方について検討を進める

 ・ 母子世帯では約６割の子どもが養育費を受け取れていない（表１）
 ・ 一人親世帯の貧困率は高く、離婚後の生活を下支えする養育費の確保が重要

養育費を受けた
ことがない

2016年

56.0%

2021年
56.9%

（=約61万世帯）

表１）母子世帯の養育費の受給状況（全国）

出典：厚生労働省「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」

福祉局児童家庭課担当課長の答弁

裏面に
続く



Topics 2 愛知県議会海外調査団で
米国の最新事情を現地現物（10/27～11/3）
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子育て世代ど真 ん 中！
愛知県 議 会 議 員 あべチャンネル YouTubeを開設しました！

ぜひご覧ください

あべの質問

質問の背景

２)子ども食堂への物価高騰対策支援

 ・ 長引く物価高騰の影響により、子ども食堂の食料品寄付が大きく減少
 ・ 子ども食堂へ食料品等の供給を行うフードバンクや各市町のステーションに対する支援内容を問う
 ・ 昨年度実施の「食材費高騰対策支援金」を本年度も再交付してほしい

あべの要望 物価高の影響を加味した適宜適切な支援を

 ・ 開設間もない子ども食堂ほど、地域からの寄付体制が不十分で、運営に苦慮している
 ・ 愛知県の開設補助金（「子どもが輝く未来基金」を活用）についても、昨今の施設工事
費や白物家電の値上がり状況等を考慮し、柔軟に見直していくべき

 ・ 近隣の子ども食堂に食料品を受け渡す拠点＝ステーションを県が認定する制度を２０２２年４月から開始。認定団体
の信頼性を高め、寄付を集めやすくする効果が期待される

 ・ 今年度は物価高騰の影響を踏まえたステーションへの活動経費助成を実施し、寄付の減少に伴う子ども食堂への
物資支援に活用されている

 ・ 日本では９人に１人の子ども、一人親家庭に限ると半数近くが貧困状態
 ・ 子ども食堂の数は全国9,131箇所（２０２３年度）で過去最大（表２）

スタートアップエコシ
ステムの先進地・テキ
サス州オースティンの
人材育成や起業家支
援等を調査

福祉局児童家庭課担当課長の答弁

表2）子ども食堂数の推移

出典：認定NPO法人全国こども食堂支援センターむすびえ調査
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■スタートアップ支援

テキサス州ハリス郡
ヒューストンのスポー
ツイベントの誘致、開
催を通じた地域活性化
の取り組み等を調査

■スポーツイノベーション

MDアンダーソンがん
センターの世界最先端
の医療提供体制や愛
知県との人材交流等に
ついて調査

■先進医療・研究の推進

カリフォルニア州シリ
コンバレーのデジタル
技術を活用した災害情
報の提供や自動運転
技術の推進等を調査

■DXの推進

急速に
増加中


